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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第30期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第31期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第30期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
12月31日

売上高（千円） 1,544,8851,417,2085,507,201

経常利益（千円） 95,296 49,420 141,852

四半期純利益又は四半期（当期）純損失（△）（千円） 19,867 △6,978 △59,907

純資産額（千円） 2,351,6552,105,9722,218,737

総資産額（千円） 3,994,3833,488,5673,154,629

１株当たり純資産額（円） 70,898.7067,639.6867,887.09

１株当たり四半期純利益金額又は四半期

（当期）純損失金額（△）（円）
602.30 △219.96 △1,832.70

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
― ― ―

自己資本比率（％） 58.5 59.9 69.9

営業活動によるキャッシュ・フロー（千円） 347,499 244,288 306,965

投資活動によるキャッシュ・フロー（千円） △24,142 △44,286 △5,423

財務活動によるキャッシュ・フロー（千円） △65,482 25,976 △391,223

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 873,943 752,151 526,900

従業員数（人） 554 579 585

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第30期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第31期第１四半期連結累計（会計）期間及び第30期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な変

更はありません。また主要な関係会社における異動もありません。

 

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

 

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 579（23）

　（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含むほか、契約社員を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を

含んでおります。）は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 

（２）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 283 （4）

　（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、契約社員を含んでお

ります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含んでおります。）は、当第１四半期会計期間の平均人員を

（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　当社グループが行っている事業は、提供するサービスの性質上、生産実績の記載になじまないため省略しておりま

す。

（２）受注状況

　当第１四半期連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

ドキュメンテーション事業 480,096 127.4 372,173 117.4

エンジニアリング事業 288,354 123.9 48,346 127.7

技術システム開発事業 559,613 70.5 479,051 51.5

合計 1,328,065 94.7 899,571 70.0

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 　　　 ２．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

（３）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

販売高（千円） 前年同期比（％）

ドキュメンテーション事業 476,565 113.7

エンジニアリング事業 419,412 111.8

技術システム開発事業 521,231 69.4

合計 1,417,208 91.7

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の

総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
　　（自　平成21年１月１日 
      至　平成21年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間
　　（自　平成22年１月１日 
      至　平成22年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

三菱自動車工業株式会社 487,170 31.5 260,456 18.3

シャープ株式会社　 122,444 7.9 128,518 9.0

３．セグメント間の取引については、相殺消去しております。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等、または前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況　

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、生産や輸出に底入れ感がうかがえ、企業収益や設備投資につ

きましても回復基調に転じておりますが、一部では雇用情勢の回復の遅れやデフレ進行など、先行きの不透明感も

残っております。

当社グループの主要顧客である大手製造業におきましても、需要の回復がみられ、企業収益も上昇基調に転じ、本

格的な業績回復に向けての足がかりをつかみ始めております。

当社グループは、世界的に高い競争力を誇る日本の情報家電産業、産業設備・工作機械産業、自動車産業などに代

表される「ものづくり企業」のＩＴ関連サービスに特化し、ドキュメンテーション事業、エンジニアリング事業、技

術システム開発事業を展開しております。

また、当社グループは従前に引き続き、「ものづくり企業」へのサポート体制をより一層強化し、当社グループが

有する高い技術力を提供することで、顧客企業の多様化かつ高度化する要望に、的確に応えてまいりました。

さらに、従来の枠にとらわれないユニークかつ高付加価値サービスの提供による独自路線の確立、優位的地位の

確保を図ることで、“既存顧客の囲い込み”“新規顧客の獲得”および“新規事業の展開”を推進し、さらにはグ

ループ間シナジーの向上による “事業領域の拡大” を進める経営に取り組んでまいりました。

このような状況の下、当社グループの当第１四半期連結会計期間の業績につきましては、ドキュメンテーション

事業およびエンジニアリング事業は、前年同期に対し増収増益を達成しましたが、技術システム開発事業につきま

しては、顧客企業の業績回復の遅れなどの影響により伸び悩み、減収減益となりました。しかしながら、技術システ

ム開発事業につきましても順調な回復基調となってきており、今後伸長するものと考えております。

これらの結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、連結売上高1,417百万円（前年同期比8.3％減）、営業利益33

百万円（同65.6％減）、経常利益49百万円（同48.1％減）、税金等調整前四半期純利益49百万円（同48.2％減）、四

半期純損失６百万円（前年同期は四半期純利益19百万円）となりました。

なお、のれん償却額83百万円が販売費および一般管理費に含まれており、当該のれん償却額は税務上の損金とな

らないことから、税金費用が税金等調整前四半期純利益の額を上回っており、結果として、税金等調整前四半期純利

益は計上しているものの、四半期純損失となっております。

事業別の業績は、次のとおりであります。（各セグメントの売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高を含

みます。）

　

（ドキュメンテーション事業）

ドキュメンテーション事業におきましては、Web版電気配線図、多言語取扱説明書、３Ｄ動画マニュアルといった

当社独自の技術力を用いた次世代技術資料の作成などに注力してきました。また、特徴ある技術・独自性のある提

案により、同業他社とは一線を画した新規顧客の開拓、高付加価値な技術力を用いた新規事業の開発を進めてきた

結果、売上高は501百万円（前年同期比15.5％増）、営業利益は134百万円（同12.7％増）と前年に対して伸長しま

した。

　

（エンジニアリング事業）

エンジニアリング事業におきましては、“高収益でユニークな製造業の構築に向けて”を基本方針に、ロボット

・システム製造、ＦＡエンジニアリング、メカトロ教材などを手がける株式会社バイナスを軸として、事業の再構築

と高収益化、顧客の選択と集中による収益体質の改善、得意分野のさらなる業務拡大、人的リソースの効果的な活用

に努めてきた結果、売上高は455百万円（前年同期比15.7％増）、営業利益は80百万円（同102.7％増）と前年に対

して伸長しました。

　

（技術システム開発事業）

技術システム開発事業におきましては、業務量確保による利益の創出を図り、持続的安定経営を進めてきました。

また、顧客ニーズを捉えた幅広いサービスの提供による業務拡大、既存事業の付加価値向上による利益率改善、組織

体制の整備を進めてきましたが、顧客企業のシステム投資の回復の遅れによる受注減などの影響が大きく、売上高

は523百万円（前年同期比30.9％減）、営業損失は78百万円（前年同期は営業利益40百万円）となりました。なお、

技術システム開発事業の営業費用の中には、「のれん償却額」80百万円が含まれております。
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（２）キャッシュ・フローの状況　

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、752百万円であり、前連結

会計年度末より225百万円増加しております。

当第１四半期連結会計期間の活動別キャッシュ・フローの概況は、次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間において営業活動により獲得した資金は244百万円（前年同期比103百万円減）であ

りました。

主な要因は、税金等調整前四半期純利益49百万円（前年同期比45百万円減）、のれん償却額83百万円（前年同期

と同額）、賞与引当金の増加116百万円（前年同期比29百万円減）、仕入債務の増加80百万円（前年同期比71百万

円増）等の資金の増加要因があったことと、売上債権の増加111百万円（前年同期は、売上債権の減少251百万円）

等の資金の支出要因があったことによります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間において投資活動に要した資金は、44百万円（前年同期比20百万円増）でありまし

た。

主な要因は、定期預金の預入による支出12百万円（前年同期と同額）、投資有価証券の取得による支出31百万円

（前年同期比22百万円増）であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における財務活動では、25百万円（前年同期は、資金の支出65百万円）の資金を獲得

しております。

主な要因としましては、短期借入金の純増額９百万円（前年同期は、純減額25百万円）、長期借入金による収入

120百万円（前年同期比120百万円増）等の資金収入があった一方、自己株式の取得70百万円（前年同期比70百万

円増）、配当金の支払34百万円（前年同期比５百万円減）といった資金の支出があったことによります。

なお、上記の長期借入金による収入及び自己株式の取得による支出については、信託型従業員持株インセンティ

ブ・プランを平成22年２月に導入したことに伴い設立したＣＤＳ従業員持株会専用信託が行ったものであります

が、会計処理上、当該信託は当社と一体のものであると認識しております。

　

（３）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は3,488百円であり、前連結会計年度末より333百万円増加しております。内

訳としては、流動資産が393百万円増加の2,546百万円、固定資産が59百万円減少の941百万円であり、主な要因は、現

金及び預金が237百万円、受取手形及び売掛金が110百万円、仕掛品が23百万円増加していることと、償却によりのれ

んが83百万円減少していること等であります。

負債は前連結会計年度末より446百万円増加し、1,382百万円となりました。内訳は流動負債が321百万円増加の

1,124百万円、固定負債が124百万円増加の258百万円であり、主な要因は、支払手形及び買掛金が80百万円、未払法人

税が89百万円、賞与引当金が116百万円増加していることと、長期借入金が120百万円増加したこと等であります。

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、2,105百万円であり、前連結会計年度末より112百万円減少しておりま

す。

主な要因は、自己株式が69百万円増加したこと、利益剰余金が45百万円減少したこと等であります。

利益剰余金の減少は、四半期純損失６百万円と配当金の支払38百万円によるものであります。また自己株式の増加

は、平成22年２月15日に導入した信託型従業員持株インセンティブ・プランにより設立したＣＤＳ従業員持株信託

が所有する当社株式を会計処理上、当該信託を当社と一体のものと認識していることによります。　

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

    当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

　　該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 95,000

計 95,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 34,005 34,005
大阪証券取引所

（ヘラクレス）
（注）１、２

計 34,005 34,005 － －

　（注）１．普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない標準となる株式であります。

２．単元株制度は採用しておりません。 
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（２）【新株予約権等の状況】

　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであり

ます。

株主総会の特別決議日（平成18年３月25日）

 
第１四半期会計期間末日現在
（平成22年３月31日）

新株予約権の数（個） 1,211

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,211

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　151,084（注）

新株予約権の行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成25年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行価

格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　151,084

資本組入額　　　　 75,542

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者に

おいて、これを行使することを要する。ただし、相続によ

り新株予約権を取得した場合はこの限りではない。

②　新株予約権発行時において当社または当社子会社の取

締役、相談役、顧問および従業員であった者は、新株予約

権行使時においても当社、当社子会社または当社の関係

会社の取締役、相談役、顧問または従業員であることを

要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正

当な理由のある場合または相続により新株予約権を取

得した場合はこの限りではない。

③　新株予約権発行時において社外のコンサルタントで

あった者は、新株予約権行使時においても当社との間で

コンサルタント契約を締結していることを要する。ま

た、社外のコンサルタントは、新株予約権の行使に先立

ち、当該行使に係る新株予約権の数および行使の時期に

ついて、当社取締役会の承認を要するものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないもの

とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を

調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げる。

 

調整後行使価額

 

＝

既発行株式数 ×
調整前

行使価額
＋新規発行又は処分株数×１株当り払込金額又は処分価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とす

る。

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年１月１日～

平成22年３月31日 
－ 34,005 － 893,682 － 848,682

 

（５）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間末における株主名簿を確認したところ、前事業年度末において大株主であった芝崎恭

子及び野村アール・アンド・エー第二号投資事業有限責任組合は大株主でなくなり、新たに以下の野村信託銀

行株式会社（ＣＤＳ従業員持株会専用信託口）及び株式会社愛知銀行が大株主となったことが判明いたしま

した。　

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）　

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

野村信託銀行株式会社

（ＣＤＳ従業員持株会専

用信託口）

千代田区大手町２丁目２－２ 2,556　 7.51　

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄３丁目14番12号 700　 2.05　

　

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　520 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  33,485 33,485
株主としての権利内容に制

限のない標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 34,005 － －

総株主の議決権 － 33,485 －

  

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)　

ＣＤＳ株式会社

愛知県岡崎市舞木町　　字

市場46番地
520 － 520 1.52

計 － 520 － 520 1.52

（注）　上記のほか、四半期連結財務諸表において自己株式として認識している当社株式が2,556株あります。

　　　　これは平成22年２月15日付で導入しました信託型従業員持株インセンティブ・プランにより設立したＣＤＳ従業員

持株会専用信託口（以下「信託口」という。）が所有する株式であります。会計処理上、当社と当該信託口が一体

のものであると認識し、信託口が所有する当社株式を自己株式として計上していることによります。　　　　　　　　　　　
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
１月

２月 ３月

最高（円） 54,40052,00052,000

最低（円） 50,20044,00044,000

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22

年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 782,151 544,900

受取手形及び売掛金 1,371,487 ※1
 1,261,102

商品及び製品 17,926 19,593

仕掛品 121,909 ※2
 98,492

原材料及び貯蔵品 26,237 29,213

その他 227,046 199,837

貸倒引当金 － △126

流動資産合計 2,546,759 2,153,014

固定資産

有形固定資産 ※3
 310,965

※3
 314,239

無形固定資産

のれん 333,441 416,972

その他 75,313 83,785

無形固定資産合計 408,755 500,757

投資その他の資産

その他 232,867 197,398

貸倒引当金 △10,780 △10,780

投資その他の資産合計 222,087 186,618

固定資産合計 941,807 1,001,615

資産合計 3,488,567 3,154,629

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 208,470 128,429

短期借入金 180,000 170,015

未払法人税等 89,674 －

賞与引当金 207,075 90,159

受注損失引当金 － ※2
 398

未払金 227,269 231,241

その他 212,017 182,361

流動負債合計 1,124,507 802,604

固定負債

長期借入金 120,000 －

退職給付引当金 137,158 132,358

その他 929 929

固定負債合計 258,087 133,287

負債合計 1,382,595 935,892
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 893,682 893,682

資本剰余金 848,855 848,682

利益剰余金 487,740 533,701

自己株式 △138,920 △69,436

株主資本合計 2,091,358 2,206,629

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,409 △1,771

為替換算調整勘定 △740 454

評価・換算差額等合計 669 △1,317

少数株主持分 13,944 13,425

純資産合計 2,105,972 2,218,737

負債純資産合計 3,488,567 3,154,629
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 1,544,885 1,417,208

売上原価 1,112,236 1,000,647

売上総利益 432,648 416,561

販売費及び一般管理費 ※
 335,021

※
 382,951

営業利益 97,626 33,610

営業外収益

受取利息 506 198

為替差益 947 －

雇用調整助成金 － 25,181

その他営業外収益 609 2,185

営業外収益合計 2,062 27,565

営業外費用

支払利息 1,087 691

支払融資手数料 3,275 9,768

その他営業外費用 30 1,296

営業外費用合計 4,393 11,755

経常利益 95,296 49,420

特別利益

固定資産売却益 － 3

特別利益合計 － 3

特別損失

固定資産売却損 － 25

特別損失合計 － 25

税金等調整前四半期純利益 95,296 49,398

法人税、住民税及び事業税 129,261 110,751

法人税等調整額 △52,864 △55,185

法人税等合計 76,396 55,565

少数株主利益又は少数株主損失（△） △967 811

四半期純利益又は四半期純損失（△） 19,867 △6,978
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 95,296 49,398

減価償却費 18,411 16,317

長期前払費用償却額 127 218

のれん償却額 83,530 83,530

賞与引当金の増減額（△は減少） 146,695 116,916

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,358 4,800

受取利息及び受取配当金 △506 △198

支払利息 1,087 691

固定資産除却損 － 25

売上債権の増減額（△は増加） 251,889 △111,081

たな卸資産の増減額（△は増加） △39,142 △18,780

その他流動資産の増減額（△は増加） 12,547 11,878

仕入債務の増減額（△は減少） 8,918 80,325

その他流動負債の増減額（△は減少） △35,657 △11,534

その他固定負債の増減額（△は減少） △138 －

未払消費税等の増減額（△は減少） △3,200 25,502

その他 － △122

小計 548,215 247,885

利息及び配当金の受取額 490 183

利息の支払額 △1,008 △364

法人税等の支払額 △200,197 △45,250

法人税等の還付額 － 41,834

営業活動によるキャッシュ・フロー 347,499 244,288

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △12,000 △12,000

有形固定資産の取得による支出 △3,455 △1,813

有形固定資産の売却による収入 － 330

投資有価証券の取得による支出 △8,340 △31,200

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△1,035 －

無形固定資産の取得による支出 － △1,433

その他 688 1,831

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,142 △44,286

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △25,000 9,985

長期借入れによる収入 － 120,000

自己株式の取得による支出 － △70,993

自己株式の売却による収入 － 1,683

配当金の支払額 △40,482 △34,699

財務活動によるキャッシュ・フロー △65,482 25,976
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

現金及び現金同等物に係る換算差額 446 △726

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 258,320 225,251

現金及び現金同等物の期首残高 615,622 526,900

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 873,943

※
 752,151
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

受託業務に係る収益の計上基準の変更

　受託業務に係る収益の計上基準については、従来、検収基準を適用しておりましたが、

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事

契約に関する会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12

月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計期間に着手し

た業務契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる業務については工事進行基準（業務の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ

の他の業務については検収基準を適用しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　

これにより、売上高は22,900千円増加し、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等

調整前四半期純利益はそれぞれ10,771千円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

【簡便な会計処理】

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。　

　

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

（信託型従業員持株インセンティブ・プランにおける会計処理について）　

　当社は、当社グループ従業員にインセンティブを付与することにより、中長期的な企業価値向上を目指すことを目的に

「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」を導入いたしました。

　本プランでは、当社が信託銀行に「ＣＤＳ従業員持株会専用信託」（以下、「従持信託」という。）を設定し、従持信託

は、今後３年間にわたり従業員持株会が取得する規模の当社株式を予め取得し、その後、従持信託から従業員持株会に対

して定時に当社株式の譲渡を行います。

　当該株式の取得・処分に関する会計処理については、当社が従持信託の債務を保証しており、経済的実態を重視した保

守的な観点から、当社と従持信託は一体であるとする会計処理を行っております。従って従持信託が所有する当社株式

や従持信託の資産及び負債並びに費用及び収益についても四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書に含めて計上しております。

　なお、当第１四半期連結会計期間末に従持信託が所有する当該株式は、2,556株であります。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

――――――――――

 

 

 

 

 

※１．連結会計年度末日満期手形

  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次

の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に

含まれております。

 受取手形  2,709千円

――――――――――　

　

　

※２．仕掛品及び受注損失引当金

　損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品と受

注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。

　損失が見込まれる受注契約に係る仕掛品のうち受注

損失引当金に対応する額は3,564千円であります。

 

※３．有形固定資産の減価償却累計額

 327,494千円

※３．有形固定資産の減価償却累計額

 323,117千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

※　主要な費目及び金額は次のとおりであります。 ※　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 13,458千円

退職給付費用 1,504千円

のれん償却額 83,530千円

　

賞与引当金繰入額 12,564千円

退職給付費用 2,238千円

のれん償却額 83,530千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

   対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日） 

現金及び預金勘定 903,943千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △30,000千円

現金及び現金同等物 873,943千円

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

   対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日） 

現金及び預金勘定 782,151千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △30,000千円

現金及び現金同等物 752,151千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　

平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　34,005株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　   3,076株

（注）自己株式については当第１四半期連結会計期間末に「ＣＤＳ従業員持株会専用信託口」が所有する

2,556株を含めて記載しております。

　

３．新株予約権等に関する事項

  ストック・オプションとしての新株予約権

    新株予約権は、提出会社における旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行したストック・

オプションとしての新株予約権のみであり、残高はありません。

 

４．配当に関する事項

  （１）配当支払金額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月26日

定時株主総会
普通株式 38,982 1,200

平成21年

12月31日

平成22年

３月29日
利益剰余金

  

　（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの

　　　　 該当事項はありません。

　

 ５.株主資本の著しい変動に関する事項

  該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 
技術システ
ム開発事業
（千円）

エンジニア
リング事業
（千円）

ドキュメン
テーション
事業（千円）

計（千円）
消去又は
全社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 750,867374,989419,0281,544,885 － 1,544,885

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
6,705 18,505 14,983 40,194(40,194) －

計 757,573393,495434,0111,585,080(40,194)1,544,885

営業利益 40,028 39,688119,067198,784(101,157)97,626

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

 
技術システ
ム開発事業
（千円）

エンジニア
リング事業
（千円）

ドキュメン
テーション
事業（千円）

計（千円）
消去又は
全社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 521,231419,412476,5651,417,208 － 1,417,208

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,213 35,880 24,801 62,894(62,894) －

計 523,444455,292501,3661,480,103(62,894)1,417,208

営業利益（又は営業損失） (78,389)80,435134,124136,170(102,559)33,610

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

(1）技術システム開発事業

自動車開発部門等における技術システムの開発・運用

(2）エンジニアリング事業

設計支援、解析支援、設計ＣＡＤ支援、生産技術支援、ロボット・システムの製造、ＦＡエンジニアリング　

(3）ドキュメンテーション事業

取扱説明書、パーツガイド、整備解説書、Ｗｅｂコンテンツ、ＣＧアニメーション、ｅラーニング、技術プレ

ゼン資料、多言語翻訳

３．会計処理の方法の変更

前第１四半期連結累計期間　

　該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間　

（受託業務に係る収益の計上基準の変更）

　受託業務に係る収益の計上基準については、従来、検収基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する

会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１

四半期連結会計期間に着手した業務契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる業務については工事進行基準（業務の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の業務

については検収基準を適用しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　これにより、ドキュメンテーション事業において、売上高は22,900千円増加し、営業利益は10,771千円増加

しております。
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【所在地別セグメント情報】

  前第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。

　

【海外売上高】

　前第1四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び当第1四半期連結累計期間（自　

平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

 

 　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 67,639円68銭 １株当たり純資産額 67,887円09銭  

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 602円30銭 １株当たり四半期純損失金額 219円96銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、新株予約権の残高がありますが、希薄化効果を有し

ていないため記載しておりません。

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
        

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 19,867 △6,978

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
19,867 △6,978

期中平均株式数（株） 32,985 31,727

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

―――――

 

―――――

 

　

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月14日

ＣＤＳ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　幸宏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大橋　正明　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＣＤＳ株式会社の平

成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３

月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＣＤＳ株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

　　　　　　管しております。

 　　　 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年５月14日

ＣＤＳ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　幸宏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大橋　正明　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＣＤＳ株式会社の平

成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３

月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＣＤＳ株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

　　　　　　管しております。

 　　　 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。

EDINET提出書類

ＣＤＳ株式会社(E05726)

四半期報告書

26/26


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

